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【１】
論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、公表データをもとに、企業レベルの IT 投資に関する研究を行っている。 
 第２章では、生産性論争について分析データレベルごとにサーベイを行い、IT 投資の研究の論点整理をしている。 
 第３章では、1993～99 年度における銀行業の有価証券報告書に記載された情報をもとに、情報システム資産の
Tobin’s q の値をパネルデータ分析により推計している。その結果、その推計値は約 9.0～9.5 ポイントとなり、はる
かに 1.0 ポイントよりも高い値を示していることを確認している。 
 第４章では、1993～99 年の各年度において、生産関数を確率論的フロンティア分析によって推計し、それと同時
に、技術的効率性と銀行のパフォーマンスの関係についても研究している。その結果、ソフトウェア投資の生産性に
関しては 1993～97 年度の各年度において正の値をとっていることが確認された。一方で、コンピュータ関連機器に
関しては過剰投資の可能性を示唆している。また、各銀行の効率性に関しても、1990 年代半ばまでは、高効率性が
達成されていたことを確認している。 
 第５章では、2000～03 年の各年度において、生産関数をパネルデータ分析によって推計している。その結果、情
報システム資産およびソフトウェア資産の生産性は有意に正の値をとっているものの、コンピュータ関連機器の生産
性に関しては、統計的に有意な結果が得られなかった。また、最適資産比率の観点から、情報システム投資が過少と
なっていることも確認している。 
 第６章では、2000～04 年度までの「一般事業会社本決算データ」をもとに、生産関数を、パネルデータに対応し
た確率論的フロンティア分析によって、推計している。その結果、2000～04 年度において IT 関連資本の弾力性は正
となり、また、最適投資比率の観点から情報システム投資が過少となっていることを確認している。 
 第７章では、本論文を総括し、様々な理論的フレームワークを用いて分析しても、日本の非製造業において生産性
パラドックスは観測されない、ということを結論付けている。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、公表データをもとに、企業レベルの IT 投資に関する研究を行ったものであり、財務諸表分析を IT 経済
学の分野に応用したものであると位置づけられる。様々な推計手法を用いて、銀行業を中心として、日本における IT
投資による経済効果の測定を継続的に行っていることが本論文の大きな特徴であり、我が国の研究としては他に類を
見ないものでもあると思われる。それと同時に、今後の日本における企業レベルのデータを用いた経済分析の可能性
を示している。国際的に評価される研究へと発展させるためには、より独創的な工夫が期待されるものの、審査担当
者らは、本論文を博士（応用経済学）の学位論文として価値あるものと認める。 
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